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　日野町では「きらり日野町創生戦略」の下、少子高齢化や人口減少などの課題に的確に対応するとともに、将来

にわたって町民の皆さんの安心な生活を守り、活力ある日野町を維持していくことが求められています。さらに、重

点課題であったブロードバンド整備や元日野サンプラザの有効活用などの事業が本格的に動き出し、皆さんと一緒に

なって地方創生を実現していく必要があります。

　こうした課題や国・県の動向に対応するため、平成 29 年度予算では、重要課題である①子育て支援②若者定住

③医療と保健、福祉の連携を引き続き推進するとともに、国の予測を上回る人口減少が続く状況を踏まえ、「きらり

日野町創生戦略」の具体化を進め、人口減対策と町のにぎわいの創出を図る施策に積極的に取り組んでいきます。

平成 29年度当初予算編成方針

　

町
に
入
っ
て
く
る
お
金
（
歳

入
）
は
、
町
自
ら
の
手
で
得
ら

れ
る
「
自
主
財
源
」
と
、
国
や

県
か
ら
の
交
付
金
や
補
助
金
な

ど
に
よ
る
「
依
存
財
源
」
の
２

つ
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

自
主
財
源
は
、
主
に
町
民
税

や
固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車

税
な
ど
の
町
税
や
使
用
料
な
ど

で
、
４
億
７
６
９
２
万
円
（
歳

入
の
14
・
3
㌫
）
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
に
対
し
、
依
存
財
源

は
、
地
方
交
付
税
や
国
・
県
か

ら
の
支
出
金
、
町
債
な
ど
で
、

28
億
５
８
８
８
万
円
（
85
・
7

㌫
）
と
大
き
な
割
合
を
占
め
て

い
ま
す
。

　

歳
入
全
体
に
占
め
る
割

合
が
大
き
い
順
か
ら
見
て

い
く
と
、
地
方
交
付
税
が

16
億
７
７
２
７
万
円
（
50
・
3

㌫
）、
町
債
が
5
億
７
８
５
０
万

万
円
（
17
・
3
㌫
）、
町
税
が

3
億
３
６
５
９
万
円
と
続
き
ま

す
。
今
後
も
、
歳
入
の
大
半
を

占
め
る
地
方
交
付
税
の
減
額
が

見
込
ま
れ
る
不
透
明
な
状
況
で

あ
り
、
財
政
の
健
全
化
に
向
け

た
さ
ら
な
る
取
り
組
み
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

当
初
予
算

平
成
29
年
度

移住定住、子育て支援、
町のにぎわい創出に向けて
一般会計予算総額は３３億３５８０万１千円

（昨年と比べ 3.9％増）

厳
し
い
状
況
は
変
わ
ら
ず

歳
入

町税
3 億 3,659 万円

１０. １％
繰入金 6,737 万円２．０％
諸収入 1,771 万円０．５％

町債
5 億 7,850 万円

１７．３％ その他① 5,525 万円１．７％

●自主財源　4億7,692万円（14.3％）

地方交付税
16 億 7,727 万円

５０．３％

国庫支出金
2 億 4,454 万円

７．４％

県支出金
2 億 6,106 万円

７．８％

その他②
9,751 万円

２．９％

※その他②
▶地方譲与税、利子割交付金、配当割交付
金、地方消費税交付金、株式等譲渡所得割
交付金、自動車取得税交付金、地方特例交
付金、交通安全対策特別交付金

※その他①
▶分担金および負担金、使用料および手数
料、財産収入、寄附金

●依存財源　28億5,888万円（85.7％）

歳入
計33億 3,580万1千円



　

町
が
支
払
う
お
金
（
歳
出
）

で
一
番
大
き
な
割
合
を
占
め
る

の
は
、
防
災
や
庁
舎
管
理
、
町

営
バ
ス
運
営
費
な
ど
に
使
わ
れ

る
総
務
費
で
、
8
億
３
３
４
６

万
円
（
25
・
0
㌫
）
で
す
。
本

年
度
予
算
の
重
点
的
な
取
り
組

み
で
あ
る
、
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

整
備
や
元
日
野
サ
ン
プ
ラ
ザ
有

効
活
用
事
業
も
含
ま
れ
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
移
住
定
住
・
空
き

家
対
策
事
業
で
は
、
お
試
し
住

宅
の
運
営
や
婚
活
支
援
事
業
を

新
た
に
行
い
ま
す
。

　

次
は
、
障
が
い
者
や
高
齢

者
の
自
立
支
援
お
よ
び
保
育

所
、
福
祉
事
務
所
の
運
営
な

ど
に
使
わ
れ
る
民
生
費
で
、

6
億
９
０
７
１
万
円
（
20
・
7

㌫
）
で
す
。
そ
の
う
ち
、
生
後

６
カ
月
か
ら
３
歳
ま
で
の
児
童

で
、
保
育
所
に
入
所
せ
ず
家
庭

内
で
子
育
て
し
て
い
る
世
帯
に
給

付
金
を
支
給
す
る
、
家
庭
子
育

て
支
援
事
業
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

土
木
費
で
は
、
舟
場
か
ら
江

府
町
下
安
井
を
結
ぶ
道
路
の
整

備
を
行
う
町
道
下
黒
坂
線
道
路

改
良
事
業
や
町
道
根
雨
１
号
線

歩
道
設
置
事
業
、
町
道
近
江
畑

線
道
路
改
良
事
業
を
行
い
、
交

通
の
円
滑
化
や
歩
行
者
の
安
全

を
図
り
ま
す
。

　

ま
た
、
教
育
費
は
２
億
６
７
２

３
万
円
（
8
・
0
㌫
）
で
、
保

小
中
一
貫
教
育
や
学
校
教
育
、

公
民
館
運
営
な
ど
に
使
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
小
学
校
５
・
６

年
生
お
よ
び
中
学
校
１
・
２
年

生
を
対
象
に
公
設
英
語
教
室
を

開
催
し
た
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ス
ク
ー
ル
の
導
入
に
向
け
た
検

討
を
行
い
、
将
来
の
地
域
を
担

う
人
材
の
育
成
を
図
り
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
日
野
中
学
校
の
教

室
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
や
中
学
校

の
多
目
的
ル
ー
ム
の
改
修
に
も

取
り
組
み
ま
す
。

　

町
の
予
算
に
は
、
特
定
の
事

業
を
行
う
た
め
、
一
般
会
計
と

は
別
に
経
理
す
る
特
別
会
計
が

あ
り
ま
す
。

　

現
在
、
国
民
健
康
保
険
を
は

じ
め
、
介
護
保
険
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
な
ど
、
6
つ
の
特

別
会
計
が
あ
り
、
当
初
予
算
の

総
額
は
15
億
６
０
８
９
万
円

（
前
年
比
11
・
０
㌫
増
）
で
す
。

　

特
別
会
計
に
は
、
収
支
の
バ

ラ
ン
ス
を
取
る
た
め
、
一
般
会

計
か
ら
た
く
さ
ん
の
お
金
を
繰

り
出
し
て
い
ま
す
。
国
民
健
康

保
険
や
介
護
保
険
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
の
給
付
に
か
か
る

町
の
繰
出
金
は
年
々
増
え
て
お

り
、
今
後
も
高
い
水
準
で
推
移

す
る
見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、
町
で
は
、
こ
の
繰
出

金
を
少
し
で
も
減
ら
す
た
め
、

公
共
下
水
道
や
農
業
集
落
排
水

へ
の
加
入
促
進
を
行
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
ほ
か
、
介
護
予
防
や

健
康
づ
く
り
に
よ
る
医
療
費
抑

制
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
の

で
、
ご
協
力
く
だ
さ
い
。
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◆次ページでは、本年度の主な事業の概要を紹介します。

人
口
減
対
策
と

に
ぎ
わ
い
創
出
に
取
り
組
む

歳
出

議会費
6,358 万円

１．９％

総務費
8 億 3,346 万円

２５．０％

民生費
6 億 9,071 万円

２０．７％

衛生費
6 億 455 万円

１８．１％

農林水産業費
2 億 9,608 万円

８．９％

商工費
1,588 万円

０．５％

土木費
2 億 8,472 万円

８．５％

消防費
2,969万円

０．９％

教育費
2 億 6,723 万円

８. ０％

公債費 2 億 4,490 万円７．３％

予備費 500 万円０．２％

歳出
計33億 3,580万1千円

科　　目 本年度当初 前年度比

国民健康保険 4 億 3,714 万円 △ 2.4％

介護保険 7 億 163 万円 7.3％

後期高齢者医療保険 5,281 万円 △ 0.8％

簡易水道 1 億 6,941 万円 78.1％

公共下水道事業 1 億 5,690 万円 42.0％

農業集落排水事業 4,300 万円 △ 4.4％

合　　計 15 億 6,089 万円 11.0％

特別会計

保
険
会
計
の
繰
出
金
は

年
々
増
加
傾
向

特
別
会
計


